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自治体独自の特別支援教育コーディネーター養成研修と教育効果 
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Original Training for Special Needs Education Coordinator held by Board of Education and Educational Effects 
Partnership between Yamagata University and eight Board of Educations in Yamagata Pref. 
 
Kouya  MIURA 
 
Eight Boards of Educations in Yamagata have approached Original Training for Special Needs 
Education Coordinator cooperate with Yamagata University. The Training has three steps. First 
step for beginner, second step for intermediate, and third step for advanced. There are 30hours 
classes in each grade. These trainings are not for Special Needs Education Coordinators. All the 
people who engaged in education can take trainings. After finished the training, they effort to build 
a system for Special Needs Education. Special Coordinator became teachers for the training or 
members of Expert team of Special Needs Education. We can perceive some educational effects 
such as academic improvement, decreasing truancy and delinquency through the efforts. 
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１ はじめに 
特別支援教育コーディネーター（以下「Co」と
称す）は，文部科学省(2003)の『今後の特別支援
教育の在り方について（最終報告）』により，学校
内の特別支援教育の中心的役割を担うための役職
として，校長の指名により配置されることとなっ
た。Coの仕事としては，①校内の関係者や障害児
学級との連絡調整，②地域の関係機関との連絡調
整，③保護者に対する相談窓口，④学級担任への
学習集団づくりを含む支援，⑤専門家チームや巡
回相談員との連携，⑥校内委員会での推進役，⑦
特別なニーズを抱える子供の記録保持，⑧特別支
援学校との連絡調整，⑨個別の教育支援計画の作
成，⑩進学先校への引き継ぎ，⑪障害児の個人情
報保護管理，⑫学習サポーターやボランティア等
の指導，⑬教育相談の実施計画の立案と実施，特
別なニーズを抱える子供の記録保持などが示され
ており（相澤ら，2011），実に多岐にわたっている。 
このような資質・能力が求められる中で，学校
内の特別支援教育を推進していくためには， Co
自身の「コーディネート力」，特別なニーズを必要
としている発達障害児等に対する「担任・教科担
当の指導力」，そして，それを教育委員会が支援し
推進していくための「特別支援教育システム作り」
の 3つが重要であると考える。これを実現するた
めには，学校内の役職として初めて配置された Co
がその目的を理解し役割を果たすためにも，計画
的に養成することが必要不可欠となろう。この Co
の力量によっては，学校内の特別支援教育の推進
を大きく左右するものと言えよう。 
山形県の Co 養成研修は，特別支援教育のモデ
ル事業が始まった 2003年度から，義務教育課，教
育事務所，教育センター等が主催し年 3回程度（3
時間×3 回＝9 時間）を実施してきた。講義内容
は，特別支援教育の知識・理解や発達障害児等へ
の具体的な指導方法が中心であったが，毎年同じ
ような内容も少なくなかったことや時間数が少な
いために，専門的な知識が身に付きにくく，受講
生にとっては物足りなさを感じていたようであっ
た（三浦，2004；三浦，2005）。また，山形県特別
支援教育推進プラン（2008～2012年度）の取組結
果での課題でも「Coの研修の充実が必要である」
と述べている（山形県教育委員会，2013）。研修時
間の少ないことは，全国悉皆調査（柘植ら，2007)
でも同様に指摘されており，20 時間未満の Co 養
成研修が全国で 64.1％を占めていた。受講生から
は，「専門的・長期的な研修を受けたい」「専門性
確保のために資格認定制度が必要である」といっ
た意見が圧倒的に多かった。 
このような現状から，鶴岡市教育委員会では，
特別支援教育が全国一斉に制度化された 2007 年
度から，山形大学特別支援教育臨床科学研究所（以
下，「山大特支研究所」と称す）と協働して，自治
体独自の Co養成研修のプログラムを開発し，修了
認定制度を設定して実施することにした。この取
り組みは，その後，山形県内外の自治体に波及す
ることとなり，現在では，Co養成研修の対象者が
担任・教科担当，管理職，学習支援員，教育相談
員などに拡大しながら継続されている。 
そこで，本稿では，山形県の 8市町村教育委員
会（鶴岡市，天童市，新庄市，最上町，真室川町，
舟形町，戸沢村，大蔵村）が全国で初めて実施し
ている自治体独自の Co 養成研修の内容を概括す
るとともに，その Co養成研修によってもたらす教
育効果について報告する。 
 
２ Co養成研修の内容 
(1) Co養成研修の実施経緯と波及 
 鶴岡市教育委員会が自治体独自で Co 養成研修
を始めようとした経緯は，山大特支研究所が 2007
年度から 3年間にわたって，文部科学省の新教育
システム開発プログラムの研究事業に採択され，
「特別支援教育コーディネーターの質保証と新支
援システムの構築」のテーマのもとに協働して取
り組んだことによるものである。しかし，この研
究事業は，文部科学省の意向により 1年で打ち切
りとなった。そこで，鶴岡市教育委員会は，2008
年度以降も Co養成研修を実施することを決定し，
自前で予算を計上しながら，自治体が主導する Co
養成研修として現在まで継続させてきた。 
 鶴岡市教育委員会が独自に取り組んだ Co 養成
研修は，特別支援教育の推進だけでなく，不登校
の減少，学力の向上，いじめ認知数の減少など様々
な教育の波及効果が見られるようになった。この
成果を受けて、当時、発達障害児や不登校児への
対応が喫緊の課題であった天童市教育委員会も
2009 年度から同様に Co 養成研修を実施すること
にした。その後，最上町教育委員会（2011），戸沢
村教育委員会（2011），大蔵村教育委員会（2011），
新庄市教育委員会（2014），真室川町教育委員会
（2015），舟形町教育委員会（2017）へと波及して
いった。最上地域の Co養成研修は，6市町村が合
同で開催している。 
一方，この Co養成研修の取り組みは，県外にも
広まり，岐阜県各務原市（2011），愛知県瀬戸市
（2014）でも地元の大学と協働しながら実施して
いる。 
(2)3段階の Co養成研修の内容 
自治体独自の Co養成研修は，「一般コーディネ
ーター（初級）」「スーパーコーディネーター（中
級）」「スペシャルコーディネーター（上級）」の 3
段階を設定している。各段階とも研修時間は，計
30時間（30単位）である。 
 「一般コーディネーター（初級）」養成研修は，
各学校の Co ができる人材を養成すること目的と
している。その講座内容は基礎的で広範囲な 8領
域から構成されている（表 1）。「概論」が 1時間，
「コンサルテーション」が 3時間，「理解と支援」
が 8時間，「カウンセリング」が 5時間，「アセス
メント」が 5時間，「支援計画」が 3時間，「健康・
福祉」が 3.5時間，「コーディネーション」が 1.5
時間である。2014 年度からは，「理解と支援」の
中に，指導技法の＜教科指導（読み・書き・計算）
＞や＜ソーシャルスキルの指導＞を加えた。 
 「スーパーコーディネータ （ー中級）」養成研修
は，各地域内の Coのリーダー的存在として活躍で
きる人材を養成することを目的としている。その
講座内容は，一般 Coと同じく 8領域から構成され
ている（表 2）。特に，実技や演習を中心とした内
容で，個別検査の実施と解釈，個別の教育支援計
画の策定や個別の指導計画の作成，発達障害児等
の具体的な指導へのアドバイスなどができるよう
にしている。2014年度からは，個別検査の改訂に
より「アセスメント」の＜K-ABC 検査の実施と解
釈＞＜WISC-Ⅲ検査の実施と解釈＞を＜KABC-Ⅱ検
査の体験＞＜WISC-Ⅳ検査の体験＞に変更した。ま
た，共生社会やインクルーシブ教育システムの理
念の浸透により他障害の児童生徒も通常学級に在
学するようになったことから，「視覚・聴覚障害の
理解と支援」「肢体不自由・病弱の理解と支援」を
加えた。 
 「スペシャルコーディネータ （ー上級）」養成研
修は，山形県全体や地域の特別支援教育に関わっ
て，専門家チームの一員として，小・中学校への
山形大学大学院教育実践研究科年報第 9号(2018) 
巡回相談を行ったり特別支援教育コーディネータ
ー養成研修の講師を務めたりする人材を養成する
ことを目的としている。その研修内容は，特別支
援教育の専門家としての自己の専門分野を確立し
たり巡回相談における学校コンサルテーション実
技等である（表 3）。 
 
表 1 一般コーディネーター（初級）養成研修内容 
 
 
表 2 スーパーコーディネーター（中級）養成研修
内容 
 
 
表 3 スペシャルコーディネーター（上級）養成 
研修内容 
 
受講者は，Coに限らず，所属長の許可があれば
誰でも（担任・教科担当，管理職，学習支援員，
教育相談員，保健師など）受講可能で，受講年限
は単位制なので特に定めていない。日程は，鶴岡
市と最上地域が学期毎の午後に１回ずつと夏季休
業中に 3日間集中して実施している。天童市の Co
養成研修は，5月～1月の間に月 1回ずつの午後に
設定している。多くの教員等が参加するので，可
能な限り授業に支障がないように配慮している。 
 これらの3段階のCo養成研修が制度化されたこ
とにより，各学校においては複数の，しかも段階
の異なった修了者がいることになり，特別支援教
育の更なる理解と推進者が増えるとともに，たと
え Coが他校へ異動したとしても他にも Coができ
る教員がいるので，Coの役職として学校内でスム
ーズな移行ができるできるものとなっている。 
また，各修了者には，各教育委員会と山大特支
研究所の連名で番号を付けて修了認定証が交付さ
れる。研修講師は，大学の教員だけでなく，医師，
特別支援学校教員，福祉課担当者，ハローワーク
職員など，専門家が招聘されて講義をしている。 
(3)Co養成研修の実施年度と内容の変化 
 3 段階の Co 養成研修を実施するには，受講生
の人数，予算，講師の確保，運営など，少なから
ず困難な面もある。表 4には，それぞれの自治体
が実施してきた 3段階の Co養成研修を示した。
上級は，ある程度の受講数がないと開催できない
ので，隔年で実施している。 
 鶴岡市教育委員会では，全ての教員に特別支援
教育の基礎知識が必要であるという教育長の考
えのもと，2015 年度から「初級」講座を活用し
て，夏季休業中の 3日間限定 21時間を「基礎研
修」という名称で加えて実施してきている。天童
市教育委員会でも同様に，2017 年度から 3 段階
の Co養成研修を「基礎研修」に振り替えている。 
 このように，Co養成研修は，当初は Coを中心
とした養成研修であったが，時代の変化とともに，
全ての教員（担任・担当・管理職）や関係者に対
して，より一層の特別支援教育の知識と指導力が
必要不可欠と判断し，研修内容の在り方も変化し
てきている。 
 8市町村では，2018年度をもって一応の成果の
区切りをつけるために Co養成研修を終了する予
定である。今後は，新任教員や他市町村からの異
動教員がいることから「基礎研修」を継続すると
ともに，ますます増加傾向にある特別支援学級と
通級による指導の担任・担当者に対する「専門研
修」の 2本立ての研修を模索している。 
 
３ Co養成研修の修了者数 
 Co養成研修の受講者は，Coに限定されることが
ないので誰でも参加できる。また，受講年限も単
位制であるので自分のペースに合わせて参加しや
すい。したがって，特別支援教育に必要感のある
教員等は意欲的に参加している。また，教育委員
会や管理職の勧めもあり，特別支援教育の基礎知
識や専門知識を得るために参加している教員等も
いる。 
2007 年度から始まった Co養成研修の修了者数
は，表 5の通りである。8市町村合計で，2017年
度までに 922人（初級 690人，中級 124人，上級
40 人）が修了認定している。基礎研修修了者は
283 人である。特に山形県内や地域のリーダー
（専門家チームの一員，研修会講師担当など）と
して期待されている上級修了者 45人の内訳をみ
ると，担任・教科担当 29人，管理職等 2人，教
育相談員 10人，学習支援員 4人となっている。
現在 Coをしていない教員等も含まれており，幅
の広い職種により特別支援教育が推進されてい
ることがうかがえる。 
 
４ Co養成研修「上級」修了者資格者の人材活用 
(1)Co養成研修「初級」の講師 
 Co養成研修「上級」修了者は，すでに鶴岡市を
はじめとして 2010年度から「一般コーディネータ
ー養成研修（初級）」と「スーパーコーディネータ
ー養成研修（中級）」の講師を務めている。それぞ
れが専門性を活かして研修講座の中で役割分担し
ている。担当している研修名は，前述の表 1～表 3
にある中で，医療，福祉，保護者が関係する研修
内容以外である。 
このように「上級」修了者が研修の講師を担当
することにより，外部講師を必要最小限とし自前
で研修制度を継続することが可能となった。また，
予算や講師委嘱の面でも負担が激減した。 
(2)専門家チームの一員としての巡回相談の実施 
 「上級」修了者 45 人のうち，12 人は教育相談
員（鶴岡市 10人，天童市 2）であり，専門家チー
ムの一員として随時，巡回相談を行っている。専
門家チームの巡回相談は，全ての保育所，幼稚園，
小学校，中学校が対象である。巡回相談では，担
任への具体的な指導方法の助言，個別の教育支援
計画や個別の指導計画の確認，保護者対応の仕方，
スクリーニングなどの役割を担っている。年間の
巡回相談数は，鶴岡市で約170回，天童市で約 40
回，最上地域で約 120回となっている。 
(3)個別検査の実施と判断会議への参加 
 個別検査は，専門家チームのスクリーニング結
果，学校からの要望，保護者らの要望のいずれか
で保護者同意の下に実施される。個別検査の種類
は，WISC-Ⅳ，KABC-Ⅱ，DN-CAS，田中ビネー，ITPA，
フロスティック視知覚，読み書きスクリーニング，
LD算数テスト，LDI-Rなど多岐に渡る。   
個別検査の有資格者を取得している「上級」修
了者は，指定された検査を実施することになる。
検査実施後は，検査データをまとめ，解釈をした
上で，月 1回程度開催される「専門家チームの判
断会議」に参加し，障害等の判断された結果を受
けて，「アセスメント報告書」に記載し，数日後に
学校に報告する。年間の個別検査数は，鶴岡市で
約 300 件，天童市で約 200 件，最上地域で約 70
件となっている。 
 
５ Co養成研修による教育効果 
(1)学校内の特別支援教育体制整備の構築 
 Co は，学校内の特別支援教育の中心的な役割
を果たし，そのリーダーシップが特別支援教育の
体制整備を大きく前進させていくするものとな
る。 
特別支援教育推進体制整備状況の指標として
文部科学省は，全国の都道府県から毎年，『特別
支援教育体制整備状況調査結果』として，8 指標
（校内委員会の設置状況，特別な支援を必要とす
る幼児児童生徒の実態調査，特別支援教育コーデ
ィネーターの指名状況，個別の指導計画の作成状
況，個別の教育支援計画の作成状況，巡回相談員
の活用状況，専門家チームの活用状況，特別支援
教育に関する教員研修の受講状況）にわたって報
告している。 
 表 6には，特別支援教育体制整備状況調査結果
を示した。山形県の 8市町村（鶴岡市，天童市，
新庄市，最上町，真室川町，舟形町，戸沢村，大
蔵村）は，2017年度現在で 8つの指標のすべてに
おいて 100％を達成している。つまり，特別支援
教育体制が整っていることを意味する。 
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表 4 Co養成研修 3段階（初級・中級・上級）の実施経緯 
年 度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
鶴岡市 初級 
－ 
－ 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
上級 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
上級 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
上級 
(基礎) 
初級 
中級 
－ 
(基礎) 
初級 
中級 
－ 
(基礎) 
初級 
中級 
上級 
(基礎) 
天童市 
 
 
 
 初級 
－ 
－ 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
上級 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
上級 
初級 
中級 
－ 
 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
上級 
 
 
 
(基礎) 
 
 
 
(基礎) 
最上地域
6市町村 
  初級 
－ 
－ 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
上級 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
上級 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
－ 
初級 
中級 
上級 
＊2018年度は予定である。(基礎)は，特別支援教育の基礎研修である。 
 
表 5  3段階（初級・中級・上級）Co養成研修の修了者数（2007年度～2018年度）  
自治体名 鶴岡市 天童市 新庄市 最上町 真室川町 舟形町 戸沢村 大蔵村 合計 
初 級 
（基礎） 
352 
（283） 
163 25 69 23 1 34 23 690 
（973） 
中 級 88 53 12 23 4 － 21 5 187 
上 級 25  13 0 3 0 － 3 1 45 
合計(%) 465 
（748） 
229 37 95 27 － 58 29 922 
(1,205) 
＊カッコ内は、基礎研修修了者数である。舟形町は 2017年度から開始されているので中級以上はなし。 
 
表 6 特別支援教育体制整備状況調査結果の比較（2017年度）            （数値は％） 
 指 標 校内委
員会の
組織 
実 態 
調 査 
ｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰの指
名 
個別の指
導計画の
作成 
個別の教
育支援計
画の作成 
巡回相
談員の
活用 
専門家
チーム
の活用 
教員研
修の受
講 
小学校 8市町村 
山形県全体 
全 国 
100 
100 
100 
100 
100 
99.5 
100 
100 
94.7 
100 
95.7 
94.7 
100 
92.5 
85.5 
100 
79.1 
85.4 
100 
37.8 
62.4 
100 
89.6 
89.8 
中学校 8市町村 
山形県全体 
全 国 
100 
100 
99.9 
100 
99.0 
98.7 
100 
100 
100 
100 
94.9 
91.2 
100 
87.9 
82.0 
100 
57.6 
73.4 
100 
55.6 
53.7 
100 
71.7 
80.4 
  
山形県全体の調査結果では，「巡回相談員の活
用」「専門家チームの活用」が全国平均をかなり下
回っている。「個別の指導計画の作成」と「個別の
教育支援計画の作成」も 80～90％台で，一部の特
別支援教育対象児には，個別の計画が作成されな
いままに指導されている可能性がある。 
 このような結果は，自治体独自で実施してきた
Co養成研修により，Coが学校内でのリーダーシ
ップを発揮してその役割を果たすとともに，担任
教科担当者も「個別の指導計画の作成」や「個別
の教育支援計画の作成」の研修を受けることによ
り，全ての特別支援の対象児に指導（支援）計画
を作成することができたとともに，「上級」修了者
を専門家チームの一員として登用し，巡回相談で
活用することができたものと考える。 
(2)学校内における波及効果 
 特別支援教育推進体制が整備されている市町村
では，Coの強いリーダーシップの下，校内の発達
障害児や特別なニーズを抱えている子供等の課題
改善はもちろんのこと，その他にも様々な教育の
波及効果をもたらすのではないかと期待されてい
る。このことについて，8 市町村の教育効果を不
登校，学力テスト，不良少年行為，Q-Uテスト（人
間関係）等から見てみることにする。 
 ①不登校数の激減 
不登校数は，8 市町村ともに確実に不登校数が
減少している。鶴岡市では，図１に示した通りピ
ーク時の 116人から 86人へと 30人（36％）も減
少している。小学校の出現率は 0.27％（山形県
0.38％，全国 0.42％）,中学校の出現率は 1.99％
（山形県全体 2.52％，全国 2.83％）で激減してい
ることが明らかである。人口 13 万人，学校数 40
校（小学校 29校，中学校 11校）の規模での数値
としては，驚異的である。 
また，天童市の不登校出現率も小学校 0.28％，
中学校が 1.57％と，ピーク時と比較して半減して
いる（図 2）。他の市町村では，ここ数年，大蔵村
0 人，最上町 0～1 人，舟形町 0～1 人，戸沢村 0
～2 人，真室川町 0～3 人と不登校数が僅か 0～3
人で推移している。 
Co 養成研修には，「不登校の理解と対応」の講
座もあるので，この研修で『本人参加型不登校改
善会議』（三浦，2014）といった新たな手法の実技
研修を実施することにより，不登校対応ができる
ようになったと考える。 
 
  図 1 鶴岡市の不登校出現率の推移（％） 
        
 
図 2 天童市の不登校出現率の推移（％） 
②不良行為の皆無 
不良行為（喫煙，飲酒，補導等）や軽犯罪は，
学校の生徒指導上の大きな問題でもある。最上町
では，これまで不良行為が見られ，学校課題の一
つに取り挙げられていて，その対応に苦慮してい
た。最上町が Co養成研修など特別支援教育システ
ムを導入したのは，2009年度からである（図 3）。
導入以降，中学校での不良行為が減少し，2014年
に 0件となり現在も継続している。戸沢村でも同
様に皆無となっている。 
最近になり，不登校，いじめとともに，不良行
為の問題の背景には，特別支援教育の対象児の可
能性もあることも指摘されている（斎藤，2011；
三浦ら 2014）。特別支援教育の正しい知識と理解
を得た上で適切な指導を行っていくことの重要性
を改めて知ることとなったのではないだろうか。 
 
 
図 3 最上町の犯罪行為等の推移（人） 
 
③学力テストの成績向上 
学力の向上は，全国どの学校でも喫緊の課題と
して取り組まれている。特に，小学校 6年生と中
学校 3年生に毎年 4月に実施される「全国学力・
学習状況調査」の結果は注目される。山形県では，
平成 29年度の成績が全国平均を下回った。しかし，
本稿では数値的な詳細なデータは載せられないが，
それほど悪くはなく，むしろ上回っている報告を
受けている。それと同様に，学力テスト（NRT:教
研式標準学力検査，図書文化社）の知能偏差値
（ISS）において，戸沢村では全国平均（50）以上
のポイントを継続的に維持している。鶴岡市では，
前年比 2ポイントも上昇している。これらの波及
効果は，担任・教科担当の普段の指導力によるも
のも大きいと推測される。 
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④Q-Uによる友達関係の改善 
Q-Uは，学級生活の友達関係において「承認」「非
承認」「満足」「不満足」の 4群の指標から分析す
ることができる。例えば，「非承認」「と「不満足」
の域にあれば，その児童生徒が学級において友達
から認められていなく，満足していないというこ
とである。 
鶴岡市(2015)では，小・中学校ともに「満足」
群が 50～70％台で全国と比較すると非常に高い
数値であった（図３）。つまり，児童生徒が学校に
来て「友達と仲良く遊び，学校が楽しいと思う。」
ということの証であろう。 
 
 
図 3 鶴岡市の Q-Uテストにおける満足群の 
比率(%)（2017年実施） 
 
６ おわりに 
8市町村で展開されてきた自治体独自のCo養成
研修は，特別支援システム構築の一部であり，全
国で類を見ない取り組みでもある。約 10年間にわ
たって取り組まれている 3段階の Co養成研修は，
制度として確立されてきた。そして，その成果と
して学校内の特別支援教育体制も 100％整い，上
級 Co 修了者も専門家チームや研修講師として活
躍するようになった。さらに，波及効果として不
登校の減少，学力テストの成績向上，不良行為の
皆無，友達関係の向上といった教育効果も表れて
きた。 
このように波及効果が様々に見られるように
なったのは，Co養成研修の全てではないが，学校
内の Co がリーダーとなって特別支援教育体制を
整備し、教育委員会の支えにより特別支援教育シ
ステムが構築されてきたこと，また，Coだけでな
く担任・教科担当が Co養成研修，あるいは基礎研
修に参加して，理論と実践の具体的な実技を通し
た研修を積みながら日々児童生徒に対応している
からであろう。すなわち，児童生徒一人一人への
見方，考え方，適切な対応等のできる Co修了認定
された担任・教科担当の教員等が多いことなどが
要因であると考える。 
しかし，不登校の減少や学力向上においては，
またまだ改善の余地が残されていると感じている。
それには，更なる「中級」「上級」のといった専門
性の高い内容の修了者を増やしていくことも必要
である。また，特別支援学級と通級による指導の
児童生徒数の増加により，極めて困難な児童生徒
に対応できるための専門研修として見直していく
必要があろう。 
最後に，教育効果については，各自治体により
明確な数値の公表を控える場合もあったので，必
ずしも 8市町村すべてのデータを揃えて提示する
ことができなかった。更なる数値的な分析を重ね
ていきたい。 
 
付記 
 本研究につきまして、資料を提供してください
ました、鶴岡市教育委員会，天童市教育委員会，
新庄市教育委員会，最上町教育委員会，真室川町
教育委員会，舟形町教育委員会，戸沢村教育委員
会，大蔵村教育委員会の皆様に深く感謝申し上げ
ます。 
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